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1. はじめに 

本資料は，電気・計装品の絶縁特性低下の劣化状況評価の補足として，低圧ケーブル

（難燃 PNケーブル）及び電気ペネトレーションの評価例を代表機器として，代表機器以外

の評価結果については，一覧表として示すと共に，評価内容の補足資料をとりまとめたも

のである。なお，機種毎の劣化状況評価については劣化状況評価書に取りまとめている。 

  電気・計装品には，その諸機能を達成するために，種々の部位にゴム，プラスティック

等の高分子材料及びプロセス油等の有機化合物材料が使用されている。 

これら材料は，環境的（熱・放射線等），電気的及び機械的な要因で劣化するため，絶縁

特性が低下し，電気・計装設備の機能が維持できなくなる可能性がある。 

絶縁特性低下は，通電部位と大地間，あるいは通電部位と他の通電部位間の電気的独立性

（絶縁性）を確保するため介在されている高分子絶縁材料が，環境的（熱・放射線等），電

気的及び機械的な要因で劣化するため，電気抵抗が低下し，絶縁性を確保できなくなる現

象である。 

 

2. 代表機器の選定 

電気・計装品の絶縁特性低下が想定される機器は多数存在するため，劣化状況評価の補

足説明では，評価対象となる機器の中から代表機器を選定して評価を行う。 

補足説明の代表機器選定にあたり，電気・計装設備の機能維持に必要な絶縁性能を考慮

すべき設備を評価対象として抽出する。抽出した機器を「表 2.1 評価対象設備（電気・計

装設備）」に示す。 

絶縁特性低下の評価において，設備の重要度及び絶縁特性低下への影響が大きいと考え

られる設置環境（熱・放射線，事故時環境）を考慮し，抽出した評価対象の中から，格納

容器内に設置されている「低圧ケーブル（難燃性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロ

プレンゴムシースケーブル）」及び「電気ペネトレーション」を代表に具体的な評価内容を

説明する。 

なお，「低圧ケーブル（難燃 PNケーブル）」及び「電気ペネトレーション」以外の評価結

果は「4. 代表機器以外の技術評価」に示す。 
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表 2.1 東海第二発電所 評価対象設備（電気・計装設備） 

機器・構造物 評価対象機器 評価対象部位 

過酷な事故時環境においても 

機能要求のある設備 

設計基準事故＊１ 重大事故等＊２ 

ポンプモータ 

高圧モータ 固定子コイル，口出線・接続部品 ○ ○ 

低圧モータ 固定子コイル，口出線・接続部品   

容器 電気ペネトレーション シール部，電線 ○ ○ 

弁 電動弁用駆動部 固定子コイル他 ○ ○ 

ケーブル 

高圧ケーブル 絶縁体 ○ ○ 

低圧ケーブル 絶縁体 ○ ○ 

同軸ケーブル 絶縁体 ○ ○ 

ケーブル接続部 絶縁物 ○ ○ 

電源設備 

高圧閉鎖配電盤 主回路導体支持碍子他 
  

動力用変圧器 変圧器コイル他 
  

低圧閉鎖配電盤 気中遮断機絶縁支持板他   

コントロールセンタ 変圧器コイル他   

ディーゼル発電設備 固定子コイル他   

MG セット 固定子コイル他   

無停電電源装置 変圧器コイル   

直流電源設備 変圧器コイル   

計測用分電盤 主回路導体支持板   

計測用変圧器 変圧器コイル   

計測制御設備 計測装置 固定子コイル，口出線・接続部品 ○ ○ 

タービン設備 

制御装置及び保安装置 固定子コイル，口出線・接続部品 
  

非常用系タービン設備 固定子コイル，口出線・接続部品  
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機器・構造物 評価対象設備 評価対象部位 

過酷な事故時環境においても 

機能要求のある設備 

設計基準事故＊１ 重大事故等＊２ 

空調設備 

ファン 固定子コイル，口出線・接続部品   

空調機 固定子コイル，口出線・接続部品   

冷凍機 固定子コイル，口出線・接続部品   

機械設備 

ディーゼル機関付属設備 固定子コイル，口出線・接続部品   

可燃性ガス濃度制御系 

再結合装置 
固定子コイル，口出線・接続部品   

燃料取替機 

ブレーキ電磁コイル   

固定子コイル，口出線・接続部品   

燃料取扱クレーン 固定子コイル，口出線・接続部品他   

制御用圧縮空気系設備 固定子コイル，口出線・接続部品   

廃棄物処理設備 加熱ヒータ   

*1：JEAG4623-2008「原子力発電所の安全系電気・計装品の耐環境性能の検証に関する 

指針」に基づき，適用範囲(対象設備)を検討 
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3. 代表機器の技術評価 

(1) 低圧ケーブル（難燃性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロプレンゴムシース）の 

評価 

1)-1 電気学会推奨案による健全性評価（設計基準事故時） 

 a. 評価手順 

東海第二において使用されている，設計基準事故時雰囲気で機能要求がある難燃

性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロプレンゴムシースケーブルには，4 種類の

ケーブルがある。 

①「難燃性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロプレンゴムシース電力ケーブ 

ル 」（以下「難燃 PN ケーブル」という。） 

②「難燃性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロプレンゴムシース制御ケーブ 

ル 」（以下「難燃 CPN ケーブル」という。） 

③「静電遮蔽付難燃性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロプレンゴムシース 

計測ケーブル 」（以下「難燃 CPN-SLA ケーブル」という。） 

④「静電遮蔽付難燃性エチレンプロピレンゴム絶縁特殊クロロプレンゴムシース

TX 補償導線 」（以下「難燃 PN-PSLATX-GR ケーブル」という。） 

設計基準事故時雰囲気における健全性の評価は電気学会推奨案*1に基づく長期健 

全性試験により評価する。 

供試ケーブルは，東海第二で使用しているケーブルと同等の 4 種類の難燃 PN ケ

ーブルの中から代表して難燃 CPN ケーブルを用いた。【添付-1)参照】 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験手順を図 1.1 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1 難燃 PNケーブルの長期健全性試験手順 
 

供試ケーブル 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時+事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判 定 

（通常運転期間相当の熱劣化） 

（通常運転期間相当及び設計基準事故時の放射線照射） 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝露） 

（屈曲浸水耐電圧試験＊2） 
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*1：電気学会技術報告Ⅱ部第 139 号「原子力発電所用電線・ケーブルの環境試験方法

並びに耐延焼性試験方法に関する推奨案」の略称。 IEEE Std.323-1974 及び

IEEE Std.383-1974 の規格を根幹にした，ケーブルの加速劣化方法を含む試験条

件，試験手順並びに判定方法が述べられている。 

 
*2：屈曲浸水耐電圧試験の試験手順は以下のとおり 

① 直線状に試料を伸ばした後，試料外径の約 40倍のマンドレルに巻きつける。 

② ①の両端部以外を常温の水中に浸し１時間以上放置する。 

③ ②の状態で，公称絶縁体厚さに対し交流電圧 3.2 kV/㎜を 5 分間印加する。 

 
b. 試験条件 

試験条件は，実機環境条件に基づいて難燃 PN ケーブルの 60年間の通常運転期間

及び設計基準事故時を想定した条件を包絡している。 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験条件を表 1.1 に示す。 

 

表 1.1 難燃 PNケーブルの長期健全性試験条件（電気学会推奨案） 

 試験条件 説明 

加速熱劣化 121℃×532 時間 

原子炉格納容器内の周囲 高温度 65.6 ℃＊

1では，難燃 PNケーブルは 60年の通常運

転期間を包絡する。【添付-2)参照】 

放射線照射 

(通常時＋事故時) 放射線照射線量：1,010 kGy 

東海第二で想定される線量 約 392 kGy（60

年間の通常運転期間相当の線量 約 132 kGy
＊1に設計基準事故時の 大積算値 2.6×102 

kGy を加えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

高温度：171 ℃ 

（171 ℃×3時間，160℃×3時間， 

150℃×4時間，121℃×297 時間） 

高圧力：0.427 MPa 

曝露時間：13日間 

東海第二における設計基準事故時の 高温

度 171 ℃＊2， 高圧力 0.31 MPa＊2を包絡

する。【添付-3)参照】 

*1：原子炉格納容器内の4階一部エリアを除いた，原子炉格納容器内の環境温度実測値平均

温度が65.4℃であったため，周囲 高温度は保守的に設計 高温度の65.6℃を設定 

原子炉格納容器内の通常運転時における原子炉格納容器内の実測放射線量率が

0.12Gy/h であったため，保守的に設計放射線量率の 0.25Gy/h を設定 【添付-4)参照】 

*2：設計基準事故時における原子炉格納容器内の環境条件設計値 
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c. 評価結果 

電気学会推奨案による 60年間の運転期間及び設計基準事故時を想定した長期健全

性試験の結果，難燃 PNケーブルは 60 年時点において絶縁機能を維持できることを

確認した。 

なお，原子炉格納容器 4階エリアに敷設されている一部の難燃 CPN ケーブルにつ

いては，「原子炉格納容器内の安全機能を有するケーブルの布設環境等の調査の実施

について（平成 19年 10 月 30 日付け，平成 19・07・30 原院第 5号）」に基づいて実

施した布設環境等の調査の結果，設計温度を上回る値が確認されたため，難燃 PN ケ

ーブルの長期健全性試験結果をもとに環境調査結果で得られた温度を用いて評価し

た結果，14 年から 60 年間絶縁機能を維持できることを確認した。 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験結果及び長期健全性評価結果を表 1.2 及び表

1.3 に示す。 

 

表 1.2 難燃 PNケーブルの長期健全性試験結果（電気学会推奨案） 

項目 試験手順 判定基準 結果 

屈曲浸水耐電圧試験 

① 直線状に試料を伸ばした後，試料外

径（10.5 ㎜）の約 40倍のマンド

レルに巻きつける。 

② ①の両端部以外を常温の水中に浸し

１時間以上放置する。 

③ ②の状態で，公称絶縁体厚さに対し

交流電圧 3.2 kV/㎜を 5分間印加す

る。 

絶縁破壊しないこと 良 

 
表 1.3 原子炉格納容器に敷設の難燃 PNケーブルの長期健全性評価結果 

敷設エリア 対象ケーブル 周囲 高温度 評価結果 

格納容器全域 

難燃 PNケーブル 

難燃 CPN ケーブル 

難燃 CPN-SLA ケーブル 

難燃 PN-PSLATX-GR ケーブル 

65.6℃ 60 年 

格納容器 4階 

一部エリア 
難燃 CPN ケーブル 65.8℃から 76.5℃ 14 年から 60年 
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1)-2 ACA ガイドによる健全性評価（設計基準事故時） 

a. 評価手順 

設計基準事故時雰囲気で機能要求がある難燃 PNケーブルの健全性の評価は，「原

子力プラントのケーブル経年変化評価技術調査研究に関する 終報告書 JNES レポー

ト（JNES-SS-0903）」（以下「ACA 研究報告書」という。)の試験結果をもとに，時間

依存データの重ね合わせ手法を用いて東海第二の原子炉格納容器内の環境条件に展

開して評価する。 

供試ケーブルは，東海第二で使用している難燃 PNケーブルと同等で絶縁体厚さの 

一番薄い難燃 CPN ケーブルを用いた。 

「原子力発電所のケーブル経年劣化評価ガイド（JNES-RE -2013-2049）」（以下

「ACAガイド」という。）に基づく試験手順を図 1.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 難燃 PNケーブルの ACA ガイドに基づく試験手順 

 

*：JIS 耐電圧試験（日本工業規格(JIS C 3005-2000)「ゴム・プラスチック絶縁電線試 

験方法」）の試験手順は以下のとおり 

     ① あらかじめ設置された清水中に電線を 1 時間以上浸した状態で，単心の場合は 

導体と清水の間に，多心の場合は導体相互間及び導体と清水の間に周波数 50Hz 

または 60Hz の正弦波に近い波形をもった規定の交流電圧を加え，規定時間こ 

れに耐えるかどうかを調べる。 

 

 

 

 

 

（通常運転期間相当の熱・放射線劣化） 

（設計基準事故時の放射線照射） 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝露） 

供試ケーブル 

熱・放射線同時劣化 

放射線照射（事故時） 

（JIS 耐電圧試験＊） 

事故時雰囲気曝露 

判 定 
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b. 試験条件 

試験条件は，実機環境条件に基づいて難燃 PN ケーブルの 60年間の通常運転期間

及び設計基準事故時を想定した条件を包絡している。 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験条件を表 1.4 に示す。 

 

表 1.4 難燃 PNケーブル長期健全性試験条件（ACA ガイド） 

 試験条件 説明 

熱・放射線同時劣化 100 ℃－94.7 Gy/h－6,990 時間 

「ACA 研究報告書」の試験結果をも

とに時間依存データの重ね合わせ手

法を用いて，原子炉格納容器内の周

囲 高温度 65.6℃＊1で評価した結

果，28年間の通常運転期間相当の試

験条件となる。 

放射線照射（事故時） 放射線照射線量 ：500 kGy 

東海第二で想定される設計基準事故

時の 大積算値 2.6×102 kGy を包絡

する。 

事故時雰囲気曝露 

高温度：171 ℃ 

(171 ℃×9時間，121 ℃×312 時間) 

高圧力：0.427 MPa 

曝露時間：13日間 

東海第二における設計基準事故時の

高温度 171 ℃＊2， 高圧力 0.31 

MPa＊2を包絡する。 

*1：原子炉格納容器内の4階一部エリアを除いた，原子炉格納容器内の環境温度実測値 

平均温度が65.4℃であったため，周囲 高温度は保守的に設計 高温度65.6℃に設定

【添付-4)参照】 

*2：設計基準事故時における原子炉格納容器内の環境条件設計値 

 

c. 評価結果 

ACA 研究報告書の試験結果をもとに，時間依存データの重ね合わせ手法を用いて東 

海第二の原子炉格納容器内の環境条件に展開し評価した結果，28 年時点において絶 

縁機能を維持できることを確認した。 

なお，原子炉格納容器 4階エリアに敷設されている一部の難燃 CPN ケーブルにつ

いては，「原子炉格納容器内の安全機能を有するケーブルの布設環境等の調査の実施

について（平成 19年 10 月 30 日付け，平成 19・07・30 原院第 5号）」に基づいて実

施した敷設環境等の調査の結果，設計温度を上回る値が確認されたため，難燃 PN ケ

ーブルの長期健全性試験結果をもとに環境調査結果で得られた温度を用いて評価し

た結果，17 年から 28 年間絶縁機能を維持できることを確認した。 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験結果及び長期健全性評価結果を表 1.5 及び表

1.6 に示す。 
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表 1.5 難燃 PNケーブルの長期健全性試験結果（ACA ガイド） 

項目 試験手順 判定基準 結果 

JIS 耐電圧試験 AC 1,500 V＊－1分間 絶縁破壊しないこと。 良 

*：JIS C 3621 「600 V EPゴム絶縁ケーブル」  

 

表 1.6 原子炉格納容器に敷設の難燃 PNケーブルの長期健全性評価結果 

敷設エリア 対象ケーブル 周囲 高温度 評価結果 

格納容器全域 

難燃 PNケーブル 

難燃 CPN ケーブル 

難燃 CPN-SLA ケーブル 

難燃 PN-PSLATX-GR ケーブル 

65.6℃ 28 年 

格納容器 4階 

一部エリア 
難燃 CPN ケーブル 65.8℃から 76.5℃ 17 年から 28年 
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1)-3 電気学会推奨案による健全性評価（重大事故等時） 

a. 評価手順 

重大事故等時雰囲気で機能要求がある難燃 PN ケーブルの健全性の評価は，電気学 

会推奨案＊１に基づく長期健全性試験により評価する。 

 東海第二において，重大事故等時雰囲気で機能要求のある難燃性 PN ケーブルに

は，難燃 PN ケーブル，難燃 CPN ケーブル，難燃 CPN-SLA ケーブル及び難燃 PN-

PSLATX-GR ケーブルがある。 

供試ケーブルは，東海第二で使用しているケーブルと同等の難燃 CPN ケーブル，

難燃 CPN-SLA ケーブル及び難燃 PN-PSLATX-GR ケーブルを用いた。 

難燃 PN ケーブルは，難燃 CPN ケーブルと同構造のため難燃 CPN ケーブルに含めて 

評価する。 

  耐電圧試験については，難燃 PN-PSLATX-GR ケーブルは，電気学会推奨案の屈曲浸

水耐電圧試験，難燃 CPN ケーブル及び難燃 CPN-SLA ケーブルは，JIS 耐電圧試験にて

実施した。【添付-5)参照】 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験手順を図 1.3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3 難燃 PNケーブルの長期健全性試験手順 

 

*1：電気学会技術報告Ⅱ部第 139 号「原子力発電所用電線・ケーブルの環境試験方法

並びに耐延焼性試験方法に関する推奨案」の略称。 IEEE Std.323-1974 及び

IEEE Std.383-1974 の規格を根幹にした，ケーブルの加速劣化方法を含む試験条

件，試験手順並びに判定方法が述べられている。 

 

 

供試ケーブル 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時+事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判 定 

（通常運転期間相当の熱劣化） 

（通常運転期間相当及び重大事故等時の放射線照射） 

（放射線を除く重大事故等時雰囲気曝露） 

（屈曲浸水耐電圧試験＊2,3） 
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*2：屈曲浸水耐電圧試験の試験手順は以下のとおり 

① 直線状に試料を伸ばした後，試料外径の約 40倍のマンドレルに巻きつける。 

② ①の両端部以外を常温の水中に浸し１時間以上放置する。 

③ ②の状態で，公称絶縁体厚さに対し交流電圧 3.2 kV/㎜を 5 分間印加する。 

 

*3：JIS 耐電圧試験（日本工業規格(JIS C 3005-2000)「ゴム・プラスチック絶縁電線  

試験方法」）の試験手順は以下のとおり 

① あらかじめ設置された清水中に電線を 1 時間以上浸した状態で，単心の場合

は導体と清水の間に，多心の場合は導体相互間及び導体と清水の間に周波数

50Hz または 60Hz の正弦波に近い波形をもった規定の交流電圧を加え，規定時

間これに耐えるかどうかを調べる。 

 

b. 試験条件 

試験条件は，実機環境に基づいて，難燃 CPN ケーブルは 15年，難燃 CPN-SLA ケー

ブル及び難燃 PN-PSLATX-GR ケーブルは 30 年の通常運転期間及び重大事故等を想定

した条件を包絡している。 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験条件を表 1.7 に示す。 

 

表 1.7 難燃 PNケーブルの長期健全性試験条件（電気学会推奨案） 

 試験条件 説明 

加速熱劣化 

【難燃 CPN ケーブル】 

121℃×126 時間 

 

【難燃 CPN-SLA ケーブル】 

【難燃 PN-PSLATX-GR ケーブル】 

121℃×251 時間 

原子炉格納容器内の周囲 高温度 65.6 ℃*1

では，制御用難燃 PNケーブルは 15年，制

御用以外の難燃 PNケーブルは 30年の通常

運転期間を包絡する。【添付-6)参照】 

放射線照射 

(通常時＋事故時) 放射線照射線量：1,175 kGy 

東海第二で想定される線量 約 706 kGy（30

年間の通常運転期間相当の線量 約 66 kGy*1

に重大事故等時の 大積算値 640 kGy を加

えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

高温度：235 ℃ 

（200 ℃×168 時間，その内 5分間は

235 ℃） 

高圧力：0.62 MPa 

曝露時間：7日間 

東海第二における重大事故等時の 高温度

235 ℃*2， 高圧力 0.62 MPa*2を包絡す

る。【添付-7)参照】 

*1：原子炉格納容器内の4階一部エリアを除いた，原子炉格納容器内の環境温度実測値平均

    温度65.4℃であったため，周囲 高温度は保守的に設計 高温度65.6℃に設定 

原子炉格納容器内の通常運転時における実測放射線量率が0.12Gy/hであったため，原 

子炉格納容器内の放射線量率は保守的に設計放射線量率の0.25Gy/hに設定 

【添付-4)参照】 

*2：重大事故等時における原子炉格納容器内の環境条件解析値  
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c. 評価結果 

電気学会推奨案による 15年及び 30年間の運転期間及び重大事故等を想定した 

    長期健全性試験の結果，難燃 CPN ケーブルは 15 年，難燃 CPN-SLA ケーブル及び難燃 

PN-PSLATX-GR ケーブルは 30 年時点において絶縁機能を維持できることを確認した。 

なお，原子炉格納容器 4階エリアに敷設されている一部の難燃 CPN ケーブルにつ

いては，「原子炉格納容器内の安全機能を有するケーブルの布設環境等の調査の実施

について（平成 19年 10 月 30 日付け，平成 19・07・30 原院第 5号）」に基づいて実

施した敷設環境等の調査の結果，設計温度を上回る値が確認されたため，難燃 PN ケ

ーブルの長期健全性試験結果をもとに環境調査結果で得られた温度を用いて評価し

た結果，3年から 14 年間絶縁機能を維持できることを確認した。 

難燃 PN ケーブルの長期健全性試験結果及び長期健全性評価結果を表 1.8 及び表

1.9 に示す。 

 

表 1.8 難燃 PNケーブルの長期健全性試験結果（電気学会推奨案） 

対象ケーブル 項目 試験手順 判定基準 結果 

難燃 PN-PSLATX

-GR ケーブル 

屈曲浸水 

耐電圧試験 

① 直線状に試料を伸ばした後，

試料外径（CPN:10.5 ㎜，CPN-

SLA:13.5mm）の約 40倍のマン

ドレルに巻きつける。 

② ①の両端部以外を常温の水中

に浸し１時間以上放置する。 

③ ②の状態で，公称絶縁体厚さ

に対し交流電圧 3.2 kV/㎜を 5

分間印加する。 

絶縁破壊しないこと 良 

難燃CPNケーブ

ル 

難燃 CPN-SLA 

ケーブル 

JIS 耐電圧 
試験 

① ケーブル両端部以外を常温の

水中に浸し１時間以上放置し

た後，AC 2,000 V＊/1 分間印加

する。 

絶縁破壊しないこと 良 

*：JIS C 3401 「制御用ケーブル」の耐電圧値にて実施（メーカ基準） 

 

表 1.9 原子炉格納容器に敷設の難燃 PNケーブルの長期健全性評価結果 

敷設エリア 対象ケーブル 周囲 高温度 評価結果 

格納容器全域 

難燃 PNケーブル 

難燃 CPN ケーブル 

65.6℃ 

15 年 

難燃 CPN-SLA ケーブル 

難燃 PN-PSLATX-GR ケーブル 
30 年 

格納容器 4階 

一部エリア 
難燃 CPN ケーブル 65.8℃から 76.5℃ 3年から 14年 

 

 



－13－ 

2) 現状保全 

難燃 PN ケーブルの絶縁特性低下に対しては，系統機器の点検時に絶縁抵抗測定を実 

施している。 

また，系統機器の点検時に実施する動作試験においてもケーブルの絶縁機能の健全

性を確認している。 

さらに，点検で有意な絶縁特性低下が認められた場合には，ケーブルの取替を行う

こととしている。 

 

3) 総合評価 

  電気学会推奨案による健全性評価（設計基準事故時），ACA ガイドによる健全性評価 

（設計基準事故時）及び電気学会推奨案による健全性評価（重大事故等時）結果か

ら，格納容器全域に敷設されている設計基準事故時雰囲気で機能要求のある難燃 PN

ケーブル，難燃 CPN ケーブル，難燃 CPN-SLA ケーブル及び難燃 PN-PSLATX-GR ケーブ

ルは，ACA ガイドに基づいて得られた評価期間の 28 年，重大事故等時雰囲気において

機能要求のある難燃 PNケーブル及び難燃 CPN ケーブルは，ケーブルにジャケットを

被せた状態で電気学会推奨案に基づいて得られた評価期間の 15年，健全性は維持で

きると評価する。 

格納容器 4階一部エリアに敷設されている難燃 CPN ケーブルは，原子炉格納容器内

のケーブル布設環境調査により，設計温度を上回る値が確認されたため，難燃 PN ケ

ーブルの長期健全性試験結果をもとに環境調査結果で得られた温度を用いて評価した

結果，3 年から 14年間，健全性は維持できると評価する。 

また，東北地方太平洋沖地震発生にともなう発電所停止操作の過程で，原子炉格納

容器内の一部に通常運転時に確認されている温度を上回る箇所が確認されたため，温

度上昇に対する影響について評価した。【添付-8)参照】 

健全性評価結果から判断して，評価期間内に絶縁体の有意な絶縁特性低下が発生す

る可能性は小さい。 

絶縁特性低下は点検時の絶縁抵抗測定及び系統機器の動作試験で把握可能と考えら

れる。 

今後も，点検時の絶縁抵抗測定及び系統機器の動作試験を実施することにより，異

常の有無は把握可能であり，点検手法としては適切であると考える。 

 

4) 高経年化への対応 

絶縁体の絶縁特性低下に対しては，高経年化対策の観点から現状の保全内容に対し

ては追加すべき項目はないと考える。今後も，点検時の絶縁抵抗測定及び系統機器の

動作試験を実施することにより，絶縁特性低下を監視していくとともに，評価期間を

迎える前に長期健全性試験にて確認された同等のケーブルに取替を行うこととする。 
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(2) 電気ペネトレーションの評価 

1) 核計装用電気ペネトレーションの健全性評価 

a. 評価手順 

設計基準事故時に機能要求のある，核計装用，制御用，計測用，制御棒位置指示

用及び低圧動力用モジュール型電気ペネトレーションの設置されている環境条件及

び構造は同じであることから，接続機器の原子炉保護上の重要度が高い核計装用モ

ジュール型電気ペネトレーションを代表に IEEE Std.317-1976，IEEE Std.323-1974

及び IEEE Std.383-1974 の規格をもとに東海第二に設置されている国産モジュール

型電気ペネトレーションと同等の供試体を用いた長期健全性試験により評価する。

試験手順を図 2.2 に示す。 

重大事故等時雰囲気における健全性の評価は，電気ペネトレーションの設置され

ている環境条件及び構造は同じであることから，核計装用モジュール型電気ペネト

レーションを代表に健全性評価に対して一番厳しくなる重大事故等時条件をもとに

評価部位であるシール部及び電線部の温度を解析により求め，設計基準事故時雰囲

気による長期健全性試験条件に包絡することを確認する。【添付-9)参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 核計装用モジュール型電気ペネトレーションの長期健全性試験手順 

 

 

 

 

 

 

 

放射線照射（通常時+事故時）

熱サイクル試験 

供試体 

（通常運転期間相当及び設計基準事故時の放射線照射） 

加速熱劣化 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝露） 事故時雰囲気曝露 

（通常運転期間相当の加速熱劣化） 

加振試験 （地震時を模擬） 

（耐電圧試験） 判 定 

（起動停止回数相当の熱サイクル） 
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b. 試験条件 

試験条件は，核計装用モジュール型電気ペネトレーションの 60年間の通常運転期 

間における使用条件，設計基準事故時条件及び重大事故等時条件については，重大

事故等時の 高圧力，重大事故等時の 大加振値を除いて包絡している。 

核計装用モジュール型電気ペネトレーションの長期健全性試験条件を表 2.1 に 

    示す。 

 

表2.1 核計装用モジュール型電気ペネトレーションの長期健全性試験条件 

 試験条件 説明 

熱サイクル試験 10 ℃⇔66 ℃/120 ｻｲｸﾙ 
東海第二の 60年間の起動停止回数を包絡する。【添付

-10)参照】 

放射線照射 

(通常時＋事故時) 

放射線照射線量 

800 kGy 

東海第二で想定される線量 約 281 kGy（60 年間の通

常運転期間相当の線量 約 21 kGy に設計基準事故時の

大積算値 2.6×102 kGy を加えた線量）を包絡する。

また，東海第二で想定される線量 約 661 kGy（60 年

間の通常運転期間相当の線量 約 21 kGy に重大事故等

時の 大積算値 640 kGy を加えた線量）を包絡する。

加速熱劣化 121 ℃×7日間 

東海第二に設置されている電気ペネトレーションの通

常運転時におけるシール部及び電線部の解析温度

40 ℃*１に対して 60年間の通常運転期間を包絡する。

【添付-11)参照】 

事故時雰囲気曝露 

高温度：171 ℃ 

高圧力：0.43 MPa 

曝露時間：13日間 

東海第二における設計基準事故時の 高温度 171 ℃
*2， 高圧力 0.31 MPa*2及び重大事故等時の 高温度

約 135 ℃*3を包絡する。【添付-12)参照】 

なお，重大事故時の 高圧力 0.62 MPa は，同等のモ

ジュール型電気ペネトレーションを用いた特性確認試

験にて 高圧力を上回る圧力にて健全性を確認してい

る。 

加振試験 大加振値：1,332 Gal 

東海第二で想定される電気ペネトレーションの 大応

答加速度 9.50×103 Gal に対しては，同等のモジュー

ル型電気ペネトレーションを用いた加振試験にて，

大応答加速度を上回る加速度 19.6×103 Gal にて健全

性を確認している。 

*1:通常運転時における電気ペネトレーションシール部，電線部の温度解析値 

*2:設計基準事故時における原子炉格納容器内の環境条件設計値 

*3:重大事故等時における電気ペネトレーション電線部の温度解析値 
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c. 評価結果 

長期健全性試験の結果，60 年間の通常運転期間，設計基準事故時において核計装

用モジュール型電気ペネトレーションの健全性は維持できることを確認した。 

重大事故等時における健全性は，重大事故等時条件をもとに評価部位であるシー

ル部及び電線部の温度を解析により求め，設計基準事故時雰囲気曝露試験の条件に

包絡していることを確認した。 

なお，東海第二で想定される重大事故等時における 高圧力については，事故時

雰囲気曝露試験条件に包絡されていないが，東海第二で使用しているモジュール型

電気ペネトレーションと同じものを用いた健全性試験において，重大事故等時条件

を上回る圧力（0.81 MPa)にて気密に対する健全性が確認されていることから重大事

故等時においても絶縁性能は維持できると評価する。【添付-13)参照】 

また，東海第二で想定される 大応答加速度 9.50×103 Gal については，加振試験

条件に包絡されていないが，東海第二で使用しているモジュール型電気ペネトレー

ションと同じものを用いた加振試験において，東海第二の 大応答加速度を上回る

加速度 19.6×103 Gal にて健全性が確認されていることから，重大事故等時において

も絶縁性能は維持できると評価する。【添付-14)参照】 

核計装用モジュール型電気ペネトレーションの長期健全性試験結果を表 2.2 に示 

す。 

 

表 2.2 核計装用モジュール型電気ペネトレーションの 

長期健全性試験の耐電圧試験結果 

試験内容 判定基準＊ 結果 

耐電圧 
AC 720 V を 4秒間印加 

絶縁破壊しないこと 良 

*:判定基準は IEEE Std.317-1976 に基づく 

 

核計装用モジュール型電気ペネトレーションは，60 年間の通常運転期間，設計基 

準事故時及び重大事故等時雰囲気において絶縁性能は維持できると評価する。 
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2) 現状保全 

核計装用モジュール型電気ペネトレーションのシール部及び電線の絶縁特性低下に

対しては，点検時に絶縁測定及び機器の動作試験を実施し，有意な絶縁特性の低下が

ないことを確認している。 

さらに，定期検査時の原子炉格納容器漏えい率検査により，気密性が確保されてい

ることを確認しており，有意な湿気の浸入がないことを確認している。 

また，核計装用モジュール型電気ペネトレーションのシール部及び電線に有意な絶

縁特性低下が認められた場合は，補修等を行うこととしている。 

 

3) 総合評価 

健全性評価結果から判断して，評価期間内に核計装用モジュール型電気ペネトレー

ションのシール部及び電線の絶縁特性低下が発生する可能性は低く，さらに，絶縁特

性低下は機器点検時に実施する絶縁抵抗測定，機器の動作試験及び原子炉格納容器漏

えい率検査により把握は可能と考える。今後も点検時に絶縁抵抗測定を行うことで，

異常の有無を把握可能であり，現状の保全は点検手法として適切であると考える。 
 

4) 高経年化への対応 

核計装用モジュール型電気ペネトレーションのシール部及び電線の絶縁特性低下に

対しては，高経年化対策の観点から現状の保全に追加すべき項目はない。今後も点検

時に絶縁抵抗測定，機器の動作試験及び原子炉格納容器漏えい率検査を実施すること

により，絶縁特性低下を監視していくとともに，必要に応じて補修等を行うこととす

る。 

なお，制御棒位置指示用（X-104C），制御用（X-102A，X-106B），計測用（X-105C）

及び低圧動力用（X-105D）モジュール型電気ペネトレーションは，第 24回，第 25 回

定期検査において長期健全性試験の供試体と同等のモジュール型電気ペネトレーショ

ンに交換を実施している。それ以外の制御用（X-102B，X-107A），計測用（X-103，X-

230），制御棒位置指示用（X-104A，B，D），低圧動力用（X-105A，X-105B）及び核計装

用（X-100A，B，C．D）モジュール型電気ペネトレーションは，今停止期間中に同等の

モジュール型電気ペネトレーションに更新を行う計画としている。【添付-15)参照】 
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5. まとめ 

（1）審査基準適合性 

原子力規制委員会「実用発電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準」に規定されて

いる延長しようとする期間における要求事項の適合性について下表に示す。 

 

表 1 延長しようとする期間における要求事項の適合性 

評価対象事象
または 

評価事項 
要求事項 健全性評価結果 

電気・計装設備
の絶縁特性低
下 

 点検検査結果による健全
性評価の結果，評価対象の
電気・計装設備に有意な絶
縁特性低下が生じないこ
と。 

「3.代表機器の技術評価」，「4.代表機器以外
の技術評価」ほか劣化状況評価書に示す通
り，健全性評価結果に応じ絶縁抵抗測定等の
現状保全を継続し，確認した結果に応じて速
やかに対策を施すこととしており，評価対象
の電気・計装設備に有意な絶縁特性低下が生
じないことを確認。 

 長期健全性評価試験によ
る健全性評価の結果，設計
基準事故環境下で機能が要
求される電気・計装設備及
び重大事故等環境下で機能
が要求される電気・計装設
備に有意な絶縁特性低下が
生じないこと。 

「3.代表機器の技術評価」，「4.代表機器以外
の技術評価」ほか劣化状況評価書に示す通
り，設計基準事故環境下で機能が要求される
電気・計装設備及び重大事故等環境下で機能
が要求される電気・計装設備については，
IEEE Std.323 や ACA ガイド等に準じた環境認
定試験による健全性評価を考慮した上で，延
長しようとする期間において，有意な絶縁特
性低下が生じないことを確認。 

 

(2) 保守管理に関する方針として策定する事項 

東海第二発電所の延長しようとする期間における，電気・計装設備の保守管理に関す

る方針を下表に示す。 

 

表 2 電気・計装設備の保守管理に関する方針 

No. 保守管理に関する方針 実施時期*1 

1 

低圧ケーブル及び同軸ケーブルの絶縁特性低下については，「原子
力発電所電線ケーブルの環境試験方法ならびに耐延焼性試験方法に
関する推奨案（電気学会技術報告 第Ⅱ－139 号 1982 年 11 月）」及
び「原子力発電所のケーブル経年劣化評価ガイド JNES-RE-2013-
2049（原子力安全基盤機構）」に従った長期健全性評価結果から得
られた評価期間に至る前に取替を実施する。 

長期 

2 

同軸コネクタ接続の絶縁特性低下については，IEEE Std.323-1974
「IEEE Standard for Qualifying Class 1E Equipment for 
Nuclear Power Generating Stations」に従った長期健全性評価結
果から得られた評価期間に至る前に取替を実施する。 

中長期 

*1：実施時期については，平成 30年 11 月 28 日からの 5年間を「短期」，平成 30年 11 月

28 日からの 10年間を「中長期」，平成 30年 11 月 28 日からの 20 年間を「長期」とす

る。 
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6. 添付資料 

 1) 難燃 PN ケーブルの種別及び構造について 

 2) 難燃 PN ケーブルの長期健全性試験における評価期間について 

3) 難燃 PNケーブルの長期健全性試験条件の事故時条件（設計基準事故時）の包絡性 
について 

4) 格納容器内の難燃 PNケーブルの環境条件について 

5) 電気学会推奨案に基づく長期健全性試験の判定方法について 

6) 難燃 PNケーブルの長期健全性試験における評価期間について 

7) 難燃 PNケーブルの重大事故等時の長期健全性試験条件について 

8) 震災時のプラント停止操作時における原子炉格納容器内温度上昇に伴う設置機器等の評 

価について 

9) 電気ペネトレーションの温度解析評価について 

10) 電気ペネトレーションの熱サイクル試験について 
11) 低圧電気ペネトレーションの長期健全性試験における評価期間について 
12) 低圧電気ペネトレーションの長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について 

13) 電気ペネトレーションの重大事故等時における耐圧評価について 

14) 電気ペネトレーションの加振評価について 

15) 電気ペネトレーションの取替実績について 

 

  
























































































































































































































